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第１ 本書の位置付け 

本要求書は、指定管理者が行う業務の細目を定めるとともに、指定管理者に道立工業技術センター

の管理を行わせるに当たり、北海道（以下、「道」という。）が要求する、指定管理者が提供すべき公共サ

ービスの水準等を示すものである。 

指定管理者の候補者の審査に当たっては、業務計画書の内容が、次に掲げる要求水準を全て満たす

ものであるかどうかについて審査を行う。なお、業務計画書の作成に当たっては、要求水準の一つでも

満たしていない場合又は要求水準を満たすことが確認できない場合は、必須項目審査により選定対象

外となることに留意し、業務の細目毎に、業務の処理方法その他の仕様について明確にするものとす

る。 

指定管理者は、指定期間を通じて、本書に定める要求水準を満たすよう指定管理業務を遂行し、道

は、指定管理者による業務の遂行状況及び公共サービスの水準が、要求水準を満たしているかどうか

について、定期に又は随時にモニタリングを行う。 

なお、道は、申請者の提案の内容又は指定期間における指定管理者の業務の遂行状況等を勘案し、

要求水準書の内容について、必要な見直しを行う場合がある。 

 

第２ 業務の細目及び要求水準 

指定管理者は、本施設の使命及び目的を踏まえ、次に掲げる管理運営の基本方針等に沿って、効  

果的かつ効率的に本業務を遂行するものとする。 

 

１ 北海道立工業技術センターの使命 

北海道における工業技術の高度化を促進し、北海道経済の発展を図る。 

 

２ 目的【上記使命を具体化するため、管理運営事業を通じて達成しようとする成果】 

工業技術センターの管理運営について、その設置目的（使命）、地方自治法及び北海道立工業技術セ

ンター条例（以下「設置条例」という。）の趣旨に基づき、道民へのサービス向上と経費の節減、業務の効

率化を進めるとともに、円滑な研究開発業務等が行える環境を整える。 

① 研究開発業務等に支障が生じない範囲で、使用の促進を図る。 

② 施設等使用者に対するサービスの向上を図る。 

③ 保守点検等の業務を適切かつ効率的に実施し、使用者（研究開発業務等を含む）に安全で快適な

使用環境を提供する。 

 

３ 基本方針等 

(1) 基本方針 

研究開発・試験分析等の業務を通じて本道における工業技術の高度化を促進することを目的に

設置された施設であり、本施設の目的を達するため、公益財団法人函館地域産業振興財団（以下「函

館財団」という。）が研究開発等の業務を行っています。 

本施設の目的に沿い、研究開発業務等の円滑化及び住民（企業等）の新製品・新技術の開発等、工

業技術の高度化に資するよう施設の維持管理を行うこととします。 

(2) 運営方針 

工業技術の高度化に資するよう本施設の使用促進を図るとともに、施設の維持管理に当たって

は本施設が試験研究施設としての性格も有することを認識し、北海道が行う研究開発業務等が円滑

に行われるよう努めていくこととします。 
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(3) 維持管理方針 

ア 使用者（研究開発業務等を含む。）が常に快適に使用できるよう適切な施設の維持管理を行う。 

イ 一般の使用に供する試験研究機器は、研究開発や試験分析用として北海道が設置したものを一

般にも開放しているものであり、研究開発業務等に支障のないよう調整を行う。 

ウ 効率的な保守・点検及び警備等を実施し、事故、災害、犯罪等を未然に防止する。 

 

４ 管理の目標 

指定管理者は、本業務の実施に当たり、北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する

条例施行規則（平成１６年１１月２６日北海道規則第１２５号。以下「規則」という。）第１０条に基づき、指定

管理者が当該指定期間に管理に係る業務を通じて住民に提供すべきサービスその他の業務の質の向上

に関する目標（以下「管理の目標」という。）を達成するため、必要な措置等を講じるものとする。 

なお、知事は、北海道公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１６年１０月１９

日北海道条例第８９号）第４条の規定により指定管理者候補者の選定を行う際、同条第２号の基準に基

づき申請者の業務計画書の内容が、管理の目標を達成するために適切かつ効果的なものであるかどう

かについて審査し、必要な指示等を行うとともに、管理の目標に係る達成状況に関し、定期に公表する。 

本施設の「管理の目標」は、別紙１のとおりである。 

 

５ 業務の細目及び要求水準 

指定管理者が行う業務の細目及び要求水準は、次のとおりとする。 

 

項      目 内         容 要 求 水 準 

１ 会議室・研修室の貸出業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①使用提供業務 使用の受付、承認、制限、取消し、

貸し出し、原状回復 

・使用者の平等な使用を確保する。 

・使用者窓口に必要人員を配置し、適切かつ 

丁寧に対応する。 

・使用承認する場合、設置条例に照らし適当 

であることを確認する。 

・設置条例に基づき、使用を拒否し、又は取り

消し、制限、停止した場合は、その記録を作成

し、道に報告する。 

・試験研究業務で使用する函館財団と調整す

る。 

・使用方法等を説明する。 

・使用者による原状回復を確認、最終整理を 

行う。 

②使用料の収受等 

（業務委託事項） 

使用料の徴収、道への納入 ・使用承認を行った場合、使用者より設置条 

例で定める使用料を徴収する。 

・使用料を徴収した場合、即日、道に納入する

こととし、金融機関の営業時間中に納入する

ことが不可能な場合等は、金融機関の翌営業

日（又は工業技術センターの開館日）に道に

納入する。ただし、本項目については、指定管

理者との協議の上、変更する可能性がある。 
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項      目 内         容 要 求 水 準 

２ 試験研究機器の貸出業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①使用提供業務 使用の受付、承認、制限、取消し、

試験研究機器の説明・貸し出し、原

状回復（消耗品の補充は除く） 

・使用者の平等な使用を確保する。 

・使用者窓口に必要人員を配置し、適切かつ 

丁寧に対応する。（使用者の技術的等問題 

に対して、機器使用が有効であるか、又は他

に適切な対応が有効であるか等アドバイスが

行える体制をとる。） 

・使用承認する場合、設置条例に照らし適当 

であることを確認する。 

・設置条例に基づき、使用を拒否し、又は取り

消し、制限、停止した場合は、その記録を作成

し、道に報告する。 

・試験研究業務で使用する函館財団と調整す

る。 

・使用者が円滑に使用できるよう、試験研究 

機器すべてに精通し、使用方法等を説明する 

とともに、必要な指導、助言を行う。 

・新たに道が導入する一般使用に供する試験 

研究機器（年に数台程度）も使用法を把握 

し、使用に供する。 

・使用者の誤使用の防止及び適正な結果を導 

き出せるよう使用状況を確認する。  

・使用者による原状回復を確認、最終整理を 

行う。 

・消耗品の使用状況を函館財団に報告する。 

②使用料の収受等 

（業務委託事項） 

 

 

 

 

 

使用料の徴収、道への納入 

 

 

 

 

 

 

・使用承認を行った場合、使用者より設置条 

例で定める使用料を徴収する。 

・使用料を徴収した場合、即日、道に納入する

こととし、金融機関の営業時間中に納入する

ことが不可能な場合等は、金融機関の翌営業

日（又は工業技術センターの開館日）に道に

納入する。ただし、本項目については、指定管

理者との協議の上、変更する可能性がある。 

３ 施設設備等の 

維持管理 

    

 

 

 

 

〇対象範囲 

① 土地：駐車場、芝、樹木 

② 建物：事務研究棟、試験棟、第二試験棟、渡り廊下、階段室及び試験研究に     

供する機器及び物品等を除いた下記の設備等 

③ 工作物：地下埋設中和処理施設、国旗掲揚塔、掲示板、外灯、電柱、ハンドホー

ル、電話ハンドホール 

④ 備品等：会議室、研修室、事務室（指定管理者占有分）、共用スペース等の備品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①室の環境維持等 

 

 

 

 

温度調節等（設定温度等）の室の

環境維持 

 

 

 

・省エネを推進する。 

・分煙対策を講じる。 

・恒温恒湿室等、試験研究業務で一定の環境を

保つ必要がある室について、環境維持を図

る。 

②施設・設備の修繕 

 

   

 

 

 

施設及び設備（試験研究機器及び

研究開発業務等に使用する備品

等を除く）の修繕 

原則、１件５０万円以内の小破修繕 

及び空調機メインフィルター交換 

・各部材の劣化、破損、変形等について日常的

に点検し、迅速に修理・修繕等を行い、機能

上、安全上、美観上良好な状態に保つ。 

・空調機メインフィルター交換は指定期間のう

ち１度行う。 

・大規模修繕（５０万円超）の見込みを常に把握

し、道に報告する。 
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項      目 内         容 要 求 水 準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定管理者の責めに帰する破損 ・道に報告するとともに、速やかに修理  （修

繕）を行う。 

 

 

災害等の復旧 

原則、５０万円以内で復旧が可能

な災害等による破損の修繕（道と

の協議のうえ行う） 

・災害等による破損が生じた場合、即、道に報

告する。 

・修繕の必要性や負担額等について、速やかに

道と協議を行う。 

・早急に修繕を行う。 

③工作物・建築設備

保守点検・検査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備等の法定点検、必要と認めら

れる点検等を行う。 

 

 

・法令の定めに従い点検し、必要な対応を行

う。 

・その他施設・設備維持のための必要な検査を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気保守点検 

(自家用電気工作物等保安管理) 

月１回及び年次、臨時 

自動ドア点検 適時 

ボイラー検査 年１回 

ボイラー運転管理 日常 

ボイラー保守管理 日常 

廃水処理施設保守点検 月１回 

受水槽清掃 年１回 

給水水質検査(一般・精密) 年２回 

空気環境測定 年６回 

空調機エアフィルター保守 適時 

屋内消火栓設備点検 年２回 

自動制御機器維持点検 年１回 

火災報知器点検 年２回 

誘導等点検 年２回 

恒温恒湿維持点検 年１回 

その他検査 腐食など、その他施設維持に必要な検査を行う。  

④安全・衛生管理   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

警備等 事故・犯罪等を未然に防止し、財

産の保全を図る。 

・日常、施設の使用状況等を常に把握する。 

・定期又は不定期的に巡視・点検を行う。 

・夜間及び閉館日は、機械警備により、館内を

管理する。（死角が生じないよう、センサーを

配置） 

・施設外の状況について、カメラを配置するな

どし、事故・犯罪を未然に防止するとともに、

万一の事態には原因を把握できるようにす

る（人員配置の提案も可能とする）。 

清掃 建物及び敷地の美観と衛生を保

つ。 

・清掃は、日常・定期・特別清掃を適宜に組み合

わせた作業計画を策定・実施する。 

・施設を清潔に保つ。 

ごみ処理 

 

ごみの管理、排出を行う。 

 

・定期的に塵芥処理を行う。 

・廃棄物の発生抑制、適正処理を行う。 

芝生管理 芝生・樹木等の管理を行う。 ・芝刈り及び害虫駆除等は、安全及び衛生を保

持するために行う。 

・樹木の倒壊等、安全上、衛生上の管理をする。 

除雪 

 

通路、駐車場の除雪を行う。 

 

・車輌及び人の通行に支障がないようにすると

ともに排雪を行う。 
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項      目 内         容 要 求 水 準 

 

 

 

 

⑤備品・消耗品の 

管理 

 

 

指定管理者に供与した備品等及び

消耗品の管理 

 

 

・善良な管理者の注意をもって管理する。 

・指定管理業務用電話機を設置する。 

・廃棄等の異動が生じる場合（使用による消費

材は除く。）は、道へ報告する。 

４ 事故処理等                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①事故処理等 

 

 

 

 

 

 

事故処理、安全対策、連絡体制 

 

 

 

 

 

 

 

・工業技術センター内での事故発生（事故、盗

難、急病人やけが人）時には、直ちに被災者へ

必要な措置を施すとともに管轄の警察署等

関係機関へ連絡するなどの適正な事故処理

を行うとともに、速やかに道に報告するもの

とする。  

・事故後の安全対策を適切に行う。 

・事前に関係機関も含めた適正な緊急時連絡

体制を確立する。  

②災害時対応 

 

 

 

 

 

施設の使用禁止、使用者の安全確

保、応急措置等 

 

 

 

 

・災害、事故等により施設の使用が不可能と認

められる場合、又は、施設の管理上やむを得

ない場合で緊急を要する場合において、あら

かじめ知事の了解を得ることが困難である場

合は、供用時間の変更、施設の使用禁止、立

入禁止区域の設定、その他必要な措置を講 

ずる。 

・地震等の災害時には、使用者の誘導等安全確

保を万全に行う。 

・災害等により、施設等に毀損が生じる恐れが

あるときは、応急措置をするとともに、損害

を最小限にするよう努める。また、状況を速

やかに道に報告する。 

５ 庶務等                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①電話・郵便物 

 

工業技術センター宛電話対応・郵

便物の受理及び発送 

・工業技術センターあての電話及び郵便物は、

率先して対応する。 

②広報 

 

会議室・研修室、試験研究機器の

一般使用の広報 

・試験研究業務に支障のない範囲で、一般使用

を積極的に推進する。 

③見学者・来客者へ

の対応 

 

 

 

見学受付・案内、来客者対応 

 

 

 

 

 

・見学希望者に対しては、積極的かつ親切に対

応する。 

・工業技術センターの試験研究内容を把握し、

施設の概要説明ができるよう心得ておく。 

・試験研究を行う函館財団と事前に調整を図

る。 

・試験研究の具体的説明が必要な場合、函館財

団・研究員等と共同で対応する。 

④その他   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務・契約等 

 

 

財務・契約及び記録管理等業務 

 

 

・指定管理業務に伴う財務・契約及び記録管理

業務等は、別途、適切に管理する。 

苦情対応 

 

使用者等からの苦情対応 

 

・苦情に対し迅速かつ適切に対応し、速やかに

道に報告する。 

庶務等 

 

 

各種報告 

 

 

・利用状況や実績報告等、道が必要とする資料

を作成し、期限までに道に報告する。 

その他 その他知事が必要と認めるもの                           
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項      目 内         容 要 求 水 準 

６ その他                                                        

 

 

本施設が試験研究施設としての性格を有することを認識し、函館財団が行う研究開発や試験分析業務が

円滑に行われるよう、必要な業務を行うものとする。         
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別紙３① 

                         管  理  の  目  標 

指定期間 令和９年度から令和 13 年度まで 施設名 北海道立工業技術センター 

１ 北海道立工業技術センターの使命 

北海道における工業技術の高度化を促進し、北海道経済の発展を図る。 

 

２ 目 的【上記「使命」を具体化するため、管理運営事業を通じて達成しようとする成果】 

工業技術センターの管理運営について、その設置目的（使命）、地方自治法及び北海道立工業技術セン

ター条例の趣旨に基づき、道民へのサービス向上と経費の節減、業務の効率化を進めるとともに、円滑

な研究開発業務等が行える環境を整える。 

(1) 研究開発業務等に支障が生じない範囲で、使用の促進を図る。 

(2) 施設等使用者に対するサービスの向上を図る。 

(3) 保守点検等の業務を適切かつ効率的に実施し、使用者（研究開発業務等を含む）に安全で快適な  

使用環境を提供する。 

 

３ 達成目標及び業績指標【指定期間を通じて達成すべき成果及び具体的な指標】 

                                                         

 基準 指   標   値 達成度評価 評価 

達成目標及び業績指標 R4-7 平均 Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 ウエイト 比率 

(1)会議室・研修室の有料使用

者数の増加 

・実績を踏まえ 50 件 

48.5 件 50 件 50 件 50 件 50 件 50 件 1/10 

10/10 

(2)試験研究機器の有料使用

者数の増加 

・実績を踏まえ R9 は 156

件で、毎年増加させ R13

は 170 件 

153 件 156 件 159 件 163 件 166 件 170 件 1/10 

(3)会議室・研修室使用者満

足度の向上 

・実績を踏まえ 90％ 以上 

90%以上 90%以上 90%以上 90%以上 90%以上 90%以上 2/10 

(4)試験研究機器使用者の満

足度の向上【重点目標】※ 

・実績を踏まえ R9 は 90％

以上。重点目標のため毎

年 1%増加させ、R13 は

94%以上 

90%以上 90%以上 91%以上 92%以上 93%以上 94%以上 3/10 

(5)使用者等事故発生件数 

・年間０件 
０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件 1/10 

(6)研究開発業務等の重大な

支障 

・年間０件 

０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件 ０ 件 1/10 

(7)道への報告書類の電子化 

【業務効率化】 

・90%以上 

0% 90%以上 90%以上 90%以上 90%以上 90%以上 1/10 

 

※ 重点目標は、管理の目標のうち、施設の設置目的や態様に応じて、特に重点的に取り組むものとして設定する目標。 
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達 成 度 の 評 価 方 法  

 

１ 「基礎点数」 

    「基礎点数」＝（当該年度実績値／当該年度指標値）×１０ 

  ※ 評価対象年度の実績値が目標値を上回る（達成目標が１００％を超える）場合は、基礎点数は上限の１０点とする。 

２  「ウエイト」 

設定している達成目標ごとの達成効果への反映割合を設定するもので、達成目標ごとの重要度に

着目してウエイトを設定することとし、項目ごとのウエイトの合計が 10 分の 10 となるよう設定する。 

３  「項目点」 

      項目ごとの基礎点数にウエイトを乗じて算出 

      項目点＝基礎点数×ウエイト（割合）（小数点第２位四捨五入） 

４ 「評価比率」 

管理の目標全体に対する項目ごとの達成効果への反映割合を設定するもので、項目の重要度に着

目してウエイトを設定することとし、評価比率の合計が 10 分の 10 になるよう設定する。（ウエイト設

定の考え方と同様） 

５  「評価点」 

      大項目ごとに項目点の合計に評価比率を乗じて算出 

      評価点＝項目点の合計×評価比率（小数点第２位を四捨五入） 

６ 「評価点合計」及び「評価」 

      大項目ごとの評価点の合計数値によりランク分けしＡ～Ｅにより評価 

評価点の合計 評価 考  え  方 

10.0～9.0 点 Ａ 目標達成に向け努力が評価できる。 

8.9～8.0 点 Ｂ 目標達成に対し、一定程度の努力評価ができるが、一層の努力を要する。 

7.9～7.0 点 Ｃ 目標達成に対し更なる努力が必要で、取組方法等の検討を要する。 

6.9～5.0 点 Ｄ 目標達成への課題や取組について検証を行い、取組の見直し等を要する。 

4.9～ 0 点 

 

 

Ｅ 

 

 

業績が著しく不良であり、道が改善指示を行う。 

指示等を行ってもなお、改善されない場合は、業務の全部又は一部の停止若

しくは指定の取消しを行う 

７ 調整点 

目標設定時点では到底予測できなかった特殊事情のため、目標達成できなかった場合に限り、評価

点を調整して加点を行う。 

調整点は、不測の事態等により目標値に対する達成率が著しく低い場合に加点することとし、総合

評価段階で総点数の一割程度（1.0）を加点する。 


